
No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3

1

4

○ 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

● 負担金として八代生活環境事務組合へ支払 ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

277 120

28,925 34,496

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 29,202 34,616 28,788 22,057 22,330 22,33022,330

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290161 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 くらし環境係　                

武宮　学（２０１７）

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 生活環境事務組合負担金事業（火葬場）
会計区分 01 一般会計

4 1 3

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

○八代生活環境事務組合負担金・・・八代生活環境事務組合の火葬場は、平成7年に供用開始し、約23年が経過している施設で、氷川町
及び八代市の旧千丁町、旧鏡町、旧東陽村、旧泉村を対象としており、関係市町村が負担金を支出し運営している。【火葬場経費：共通
経費割 30％、国勢調査人口割 70％】
○斎場相互利用負担金・・・平成18年度から八代市と氷川町及び八代生活環境事務組合間で、「相互利用協定」を結ぶことによって、八
代市及び氷川町住民が、一定額で八代市斎場及び組合斎場を利用できることとした。利用した際は、年度末に管内料金と管外料金の差
額を双方で負担金として支出する。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 生活環境の保全

具体的な施策と内容 環境衛生の充実 施策小項目

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 31 04

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
墓地・埋葬等に関する法律、八代生活環境事務組合規約

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成17年度（合併後） 未定

事業期間

28,462 21,859 22,000 22,000 22,000

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

八代生活環境事務組合、八代市民、氷川町住民

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

※八代生活環境事務組合負担金   26,763,000円
＜内訳＞共通経費割       （30％）      7,919,000円
　　　　　　国勢調査人口割（70％）　  18,844,000円

※斎場相互利用負担金　　　　2,025,000円
＜八代市負担分＞
　八代市（旧八代市・旧坂本村）に住所を有する住民が、組合斎場を利用し
た件数
　・大人133件：1,955,000円、小人1件：11,500円、死産児2件：15,000円、改葬
等による焼骨料1件：3,500円     計137件
＜氷川町負担分＞
　氷川町に住所を有する住民が八代市斎場を利用した件数
　・大人21件：315,000円、死産児1件：7,500円、下肢等1件：3,500円
計23件：326,000円

火葬業務が滞りなく行われるように施設運営を行っていく。

326 198 330 330 330

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

生活環境事務組合負担金事業（火葬場） Page 1 of 3



●

●

●

千円

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名

137

単位 24年度 25年度 26年度

113 93

①

八代生活環境事務組合負担金

実績 19,021 21,808 22,070

計画 -

27年度 28年度 29年度

32,384 26,76328,043

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

計画

78 149

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

相互利用負担金件数（旧八代市、旧坂本
村に住所を有する住民が組合斎場を利用
した件数） 件

実績 124

実績

-

実績

-

負担金としての支出であることから、数値化できない。

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

　八代生活環境事務組合の火葬場の管理運営に係る負
担金支払事務が主であるため、現行どおりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
　日本における火葬実施率は、ほぼ100％である。県
内には民間の火葬施設がないことから、市斎場は、市
民の宗教的感情に配慮するとともに、公衆衛生その他
公共福祉の見地から、市民生活に不可欠な施設であ
る。
　また、負担金事業であり、市が関与する必要がある
ことから、事業実施は妥当である。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
　施設の管理運営は、順調であり活動内容は有効であ
る。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

生活環境事務組合負担金事業（火葬場） Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

組合斎場の運営経費については、八代生活環境事務組合と今後も協議を行いながら検討していく。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

生活環境事務組合負担金事業（火葬場） Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3

1

4

● 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

23,055 22,884

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 23,055 22,884 8,521 55,268 19,850 19,50018,800

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290163 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 くらし環境係　                     

武宮　学（２０１７）

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 斎場施設整備事業
会計区分 01 一般会計

4 1 3

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

　八代市斎場は、昭和55年の供用開始から37年が経過しており、施設の老朽化が進んでいる状況にある。改修工事計画（「八代斎場延
命化構想」）に基づき定期的な改修を実施し、火葬炉等の緊急停止等がおこらないよう、安定的な施設の運転維持に努める。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 生活環境の保全

具体的な施策と内容 環境衛生の充実 施策小項目

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 31 06

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
墓地・埋葬等に関する法律、八代市斎場条例

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）合併前 未定

事業期間

8,521 5,268 18,800 19,850 19,500

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

八代市斎場内に設置されている火葬設備・機器類

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

　昭和55年の供用開始後、老朽化が進んでおり、現施設を長期的に使用し
ていくため、火葬炉等の設備修繕及び保守点検を実施する。

火葬業務が滞りなく行われるよう、墓地・埋葬等に関する法律に基づき、市民
の宗教的感情に配慮し、公衆衛生その他公共福祉の見地から、火葬場を設
置し運営しており、機器類の点検・整備を行い、火葬炉を安定的に運転させ
る。

50,000

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

斎場施設整備事業 Page 1 of 3



●

●

●

千円

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

斎場施設整備事業

実績 21,368 8,055 11,302

8,737 11,975

計画 -

27年度 28年度 29年度

22,884 8,521

11,08324,706 22,965

23,055

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

休止日数（休
業日を除く）

火葬業務が滞りなく行わ
れるよう機器類の整備を
行う。

日

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

実績

0

実績 2 0 0 0 0 0

- 0 0 0 0

実績

-

平成24年度・・・・・動力盤及び中央制御盤更新のため。

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

　施設が老朽化していることから、施設改修・営繕の
管理監督は市の責務であるため、現行どおりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
　市斎場は、昭和55年の供用開始から37年が経過して
おり、施設の老朽化が進んでいる状況である。そのた
め、定期的及び計画的な改修・修繕を実施し、施設を
安定的に稼動させていく必要があることから、事業実
施は妥当である。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
　市斎場は、緊急停止等のトラブルは、近年おきてお
らず、施設の運営管理は順調であることから、事業実
施は妥当である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

斎場施設整備事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

　市斎場は、老朽化していることから、緊急停止等のトラブルが起きないよう、延命化計画に基づき、斎場の機器
の延命化を図っていく。また、市民が使用する施設であることから、待合室等の環境にも配慮し施設全体の修繕
（整備）を行いながら、安定的な施設の運転・維持に努めていく。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 有 ： 外部評価 実施年度 平成28年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

斎場施設整備事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3

1

4

○ 全部直営 ● 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

2,950 2,785

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 2,950 2,785 2,441 4,234 4,234 4,2344,234

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290164 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 くらし環境係　           

武宮　学（２０１７）

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 狂犬病予防対策事業
会計区分 01 一般会計

4 1 4

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

狂犬病の発生を予防し、その蔓延を防止し及びこれを撲滅することにより、公衆衛生の向上及び公共の福祉の増進を図るため各種事業
を行う。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 生活環境の保全

具体的な施策と内容 環境衛生の充実 施策小項目

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 31 07

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
狂犬病予防法

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）合併前 未定

事業期間

217 217 217 217

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

飼い犬及びその飼主である市民

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

○犬の登録業務（平成29年度末：　5,824頭）
○犬の登録証（鑑札）交付事務：　404 頭
　　市受付分：　　　　　 196 頭
　　動物病院受付分：　208 頭
○狂犬病予防注射済票交付事務： 4,757 頭
　　市受付分：　　　　　　2,373 頭
　　動物病院受付分：　 2,384 頭
○狂犬病予防集合注射
　狂犬病予防注射を市内各所の会場で行った。
　（集合注射を利用した飼い犬の頭数： 2,025 頭）
○犬の登録台帳整理事務（H29: 217 頭）
　犬の所有者に登録犬の所在確認を行い、台帳整理を行った。

狂犬病予防注射により、狂犬病の発生を未然に防ぎ、また蔓延を防ぐ。

2,441 4,017 4,017 4,017 4,017

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

狂犬病予防対策事業 Page 1 of 3



●

●

●

頭

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名

4,757

2,800 2,800 2,800 2,800

単位 24年度 25年度 26年度

5,260 5,313

①

犬の登録数

実績 7,714 7,482 6,929

7,000 7,000

5,600計画 - 5,040 5,250 5,320

27年度 28年度 29年度

6,269 5,824

7,0007,000 7,000

5,320

6,683

計画 -

計画

③

集合注射を利用した飼い犬の数

頭

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

2,034

計画 - 2,700

2,025実績 2,910 2,687 2,615

29年度

①

狂犬病予防注
射率

（予防注射を受けた飼い
犬の数）／（年度末の犬
の登録件数）×100

％

計画

2,414

5,123 4,747

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

狂犬病予防接種を受けた飼い犬の数（集
合注射を含む）

頭

実績 5,494

80

実績 71.2 70.3 76.7 76.7 75.7 81.7

- 72 75 76 76

実績

-

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

犬の登録及び狂犬病予防注射済票の交付は、市内の動
物病院に委託し、市民サービス向上を図っている。ま
た、本事業に係る予算については、犬の登録及び狂犬
病予防注射済票交付手数料で全てまかなわれており、
実施方法は現行どおりでよいと考える。なお、犬の登
録・狂犬病予防注射済票の交付料は、県下で統一され
ている。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
狂犬病予防法により、犬の登録や狂犬病予防注射済票
交付は、市町村の義務である。また、飼い犬は犬の登
録と狂犬病予防注射の接種が法律で義務付けられてい
るため、事業実施は妥当である。概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
八代市の狂犬病予防接種率（平成29年度： 81.7％）
は、全国平均　（平成28年度：　71.4　％）、熊本平
均　（平成29年度：　68.4　％）と比べ、高い水準を
示していることから、活動内容は有効である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

狂犬病予防対策事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

　近年、狂犬病予防集合注射の利用者は減少しているが、動物病院において、予防接種を受ける割合は、増加して
いる状況である。平成28年度は、熊本地震の影響もあり、予防接種率は前年を下回った。平成29年度は、予防接種
率を上げる為、狂犬病予防注射の未接種犬の飼主に対する催告年2回、高齢犬等について状況確認を行い、接種率
は向上した。今後も更なる予防接種率向上を目指す。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 有 ： 外部評価 実施年度 平成28年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

狂犬病予防対策事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3 4

1 2

1 1

○ 全部直営 ● 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

5,349 5,221

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 5,520 5,397 5,536 5,501 5,500 5,5005,500

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290171 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 環境保全係　          

武宮　学（２０１７）

176 176 176 176 176

財
源
内
訳

国県支出金 171 176

地方債

事務事業名 環境保全対策事業
会計区分 01 一般会計

4 2 2

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

工場・事業場等の公害発生源及び大気等の一般環境に対する調査・監視を実施するとともに、工場と締結している環境保全協定の内容
を適宜見直すなど、公害の未然防止及び環境負荷の低減に向けた対策を推進する。
※公害（典型7公害）：大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、悪臭、地盤沈下

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 生活環境の保全 暮らしの拠点づくり

具体的な施策と内容 環境汚染の抑制・監視 施策小項目 「生活基盤」の整備

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

“やつしろ”の発展を支えるま
ちづくり

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 31 01

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
各環境法令、熊本県生活環境の保全等に関する条例、八代市環境基本条例、八代市公害防止条例、八代市環境基本計画等

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）合併前 未定

事業期間

5,360 5,325 5,324 5,324 5,324

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

○工場等の公害発生源（排水、悪臭、騒音・振動等）
○一般環境（大気等）

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

○公害発生源に対する調査・監視
　・工場排水調査：5工場を対象に年12回等(分析委託)
　・悪臭調査：5工場を対象に年4回等(分析委託)
　・夜間騒音調査：4工場を対象に年1回(市実施)
○一般環境調査
　・大気汚染監視局による常時監視（保健センター局）：通年測定(委託)
　・自動車騒音調査（面的評価）：国道等5区間44.1ｋｍ(委託)
　・新幹線騒音・振動調査(10箇所19地点)(委託・市実施)
○公害苦情処理
　・典型7公害：93件（H29年度）
○調査機器の整備

各種調査により規制基準等の遵守状況を把握するとともに、必要に応じて環
境保全協定を見直しすること等により、公害の未然防止及び環境負荷を低減
し、もって市民の健康保護及び快適な生活環境の保全を図る。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

環境保全対策事業 Page 1 of 3



●

●

●

社

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名

162

単位 24年度 25年度 26年度

162 162

①

環境保全協定の新規締結及び改定数

実績 3 0 0

- -

162計画 - 162 162 162

27年度 28年度 29年度

3 0

-- -

162

0

計画 -

工場排水等による環境負
荷が低減された結果とし
て把握できると考えられ
るため指標として設定し
た。

％

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

典型7公害に関
する苦情件数

苦情件数が少ないこと
は、良好な生活環境が保
全されていると考えられ
るため指標として設定し
た。

件／年

計画

162 162

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

工場排水調査における延べ検体数（一般
項目）

検体

実績 170

90

実績 108 108 109 94 84 93

- 90 90 90 90

100

実績 100 100 100 100 100 -

- 100 100 100 100

※平成29年度の環境基準の達成状況については、未だ公表されていない（H30年7月現在）。

100 -

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

平成22年度事業仕分けにおける評価（要改善）を踏ま
え、分析業務の民間委託を進めるとともに、毎年度、
調査内容やその頻度を精査しており、最小限のコスト
で必要十分な調査を実施できていると考えることか
ら、実施方法は現行どおりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
当該事業は、法令等に基づき、市の責務として、市民
の健康保護及び生活環境の保全を図るために各種調査
等を実施しているものであり、事業実施は妥当であ
る。概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

100 100

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

河川水質（Ｂ
ＯＤ）環境基
準達成率

100 100

概ね有効である

有効でない

87.5 75 100 100

計画

③

八代地先海域
水質（ＣＯ
Ｄ）環境基準
達成率

工場排水等による環境負
荷が低減された結果とし
て把握できると考えられ
るため指標として設定し
た。

％

100

有効である
大気・水質等の環境基準は、概ね達成している状況に
ある。また、典型7公害に関する苦情件数は減少傾向
にあり、活動内容は有効である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

環境保全対策事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

国・県・市の役割分担のもと、市に権限が付与された公害規制業務を中心に、定期的・継続的に調査・指導等を実
施するほか、環境保全協定を適宜見直すことにより、公害の未然防止及び環境負荷の低減を図っていく。また、専
門性の高い職員を育成するため、研修受講等を通して、職員の環境保全に関する専門的知見及び技術の向上を図っ
ていく。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

環境保全対策事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3 4

2 2

1 1

● 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

○ 1 義務である

● 2 義務ではない

13,343 9,591

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 13,343 9,591 11,940 11,043 10,000 9,50010,500

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290173 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 環境保全係　         

武宮　学（２０１７）

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 地球温暖化対策推進事業
会計区分 01 一般会計

4 2 2

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

地球温暖化対策を推進するに当たり、市民・事業者に対する啓発を進めるとともに、各家庭における再生可能エネルギーの普及、及び利
用促進、並びに温室効果ガス排出量の削減を図るため、住宅用太陽光発電システム及び蓄電池の設置に対する補助を実施する。　ま
た、夏の省エネ・節電対策の一つとして、誰もが簡単に楽しみながら実践できる「緑のカーテン」の普及を図るため、緑のカーテンコンテス
トを実施する。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 地球環境問題への対応 暮らしの拠点づくり

具体的な施策と内容 地球温暖化対策の推進 施策小項目 「生活基盤」の整備

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

“やつしろ”の発展を支えるま
ちづくり

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 32 02

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
地球温暖化対策の推進に関する法律、八代市環境基本計画、八代市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成21年度 未定

事業期間

11,940 11,043 10,500 10,000 9,500

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

○太陽光・蓄電池補助：個人住宅に太陽光発電システム及び蓄電池を新規に設置する市民
○緑のカーテンコンテスト：市民、学校、事業所

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

○住宅用太陽光発電システム等設置費補助［H29予算10,500千円］
　［太陽光］
　H29年度補助件数：102件(発電容量計：694kW)
　H29年度補助額：1.5万円/kW(上限5万円※)
　［蓄電池］
　H29年度補助件数：31件
　H29年度補助額：定額10万円※
　※市内業者と工事請負契約締結の場合、定額3万円上乗せ
○緑のカーテンコンテスト
　市民・学校・団体部門の3部門
○環境情報紙「しろくまだより」の作成・回覧（隔月）

温室効果ガス排出量の伸びが大きいとされる家庭部門に対する地球温暖化
対策として、住宅用太陽光発電システム設置に対する補助により、再生可能
エネルギーの普及及び利用を促進するとともに、地球温暖化問題等に関する
啓発を通して、省エネ行動を促進し、もって、温室効果ガス排出量の削減を図
る。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

地球温暖化対策推進事業 Page 1 of 3



●

●

●

件／年

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名

21

単位 24年度 25年度 26年度

18 17

①

住宅用太陽光発電システム補助件数

実績 253 261 227

260 260

20計画 - - - 20

27年度 28年度 29年度

114 102

190190 190

20

168

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

※平成29年度：太陽光補助102件、蓄電池補助30件

計画 -

実績

29年度

①

住宅用太陽光
発電システム
の普及率※

住宅用太陽光発電システ
ムの普及が進めば、家庭
部門の温室効果ガス排出
量が削減されると考えら
れるため指標として設定
した。

%

計画

14 18

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

緑のカーテンコンテスト応募数

件／年

実績 15

11

実績 6.7 8.7 11.2 12.3 12.9 13.4

- 7.8 8.7 9.5 10.3

実績

-

※普及率の算定に当たっては、住宅土地統計調査における八代市内の一戸建て総数及び電力（低圧）受給契約件数（九電㈱聞き取り）を
使用。
※普及率は、各年12月末現在のもの。

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

補助金交付申請受付事務等については、事務量的に民
間委託等を行うほどのものではなく、また、既に臨時
職員1名（10ヶ月）を雇用し、十分に対応できている
ことから、実施方法は現行どおりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
住宅用太陽光発電システム及び蓄電池設置に対する補
助金は、市民が太陽光発電システムを設置する際の動
機づけの一つになっていると考える。国等の同様の補
助金は、現在、ないことから、地球温暖化対策の一つ
として、再生可能エネルギーの普及・利用促進を図る
ため、市が当該補助制度を継続していくことは妥当で
ある。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
平成29年度は、住宅用太陽光発電システム設置につい
ては102件、蓄電池については31件の申請があってお
り、普及率も順調に推移していることから、住宅用太
陽光発電システムの普及を図るうえで、当該補助金は
有効である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

地球温暖化対策推進事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

平成29年度から、住宅用太陽光発電システムの普及に加え、再生可能エネルギーの利用を促進する観点から、補助
対象設備に蓄電池を追加したところであり、当面は、地球温暖化対策の一つとして、当該補助制度の周知・活用促
進を図っていく。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

地球温暖化対策推進事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3 4

3 2

2 1

○ 全部直営 ● 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

3 182

37,892 36,276

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 37,895 36,458 39,103 39,936 41,200 41,20041,200

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290174 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 衛生処理センター　                             

武宮　学（２０１７）

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 し尿処理施設管理運営事業
会計区分 01 一般会計

4 2 6

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

衛生処理センターに搬入される生し尿を適正に処理し、円滑な施設管理運営を行う。
平成29年度処理実績　　　生し尿：7,116キロリットル

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 循環型社会の推進 暮らしの拠点づくり

具体的な施策と内容 廃棄物処理施設等の整備 施策小項目 「生活基盤」の整備

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

“やつしろ”の発展を支えるま
ちづくり

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 33 07

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、衛生処理センター条例、衛生処理センター管理規程

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）合併前 未定

事業期間

38,919 39,933 41,016 41,197 41,016

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

衛生処理センター
本庁管内の汲取りトイレ設置者（仮設トイレ含む）及びその汲取りを行う許可業者

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

市の許可業者が搬入したし尿を適正に処理し、滅菌・消毒した後、水無川へ
放流する。
処理において発生した消化汚泥・余剰汚泥は、浄化槽汚泥処理施設へ搬出
する。

施設の適正な維持管理及び効果的、効率的な施設運営を行うことにより、し
尿の適正処理と処理設備の延命化を図る。さらに悪臭防止による周辺環境
の保全と、放流水質の適正管理による公共用水域の水質保全を図る。

184 3 184 3 184

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

し尿処理施設管理運営事業 Page 1 of 3



●

●

●

kL/年

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

し尿処理量(生し尿)

実績 8,691 8,095 7,822

8,000 7,800

計画 -

27年度 28年度 29年度

7,348 7,116

7,5007,700 7,600

7,729

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

河川放流水質
基準達成率

廃掃法、水質汚濁防止
法、熊本県上乗せ排水基
準

％

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

実績

100

実績 100 100 100 100 100 100

- 100 100 100 100

実績

-

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

平成26年度から運転管理業務を民間委託に切り替える
などの見直しを行っていることから、実施方法は現行
どおりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
本事業は、自治事務であり、衛生的かつ快適な市民生
活を提供する上で、し尿処理施設運営は継続的に不可
欠な事業であることから、事業実施は妥当である。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
施設や機器の老朽化が著しいが、施設の運転管理を理
解し、緊急時にも速やかに対応ができる民間事業者に
よって施設の管理運営は順調であるため、活動内容は
有効である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

し尿処理施設管理運営事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

一般廃棄物の処理については市の自治事務である。搬入されるし尿は、公共下水道事業の普及により年々減少傾向
であるが、汲み取りし尿は永続的に発生し、処理していかなければならない。本施設の老朽化は著しいことから、
「八代市し尿処理施設基本構想」及び「八代市生活排水処理基本計画」に基づき、し尿処理施設の適正な維持管理
に努めていく。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

し尿処理施設管理運営事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3

3

2

● 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

6,379 6,744

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 6,379 6,744 12,312 61,286 16,794 14,35421,114

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290175 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 衛生処理センター　                            

武宮　学（２０１７）

47,500財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 し尿処理施設整備事業
会計区分 01 一般会計

4 2 6

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

施設維持管理上の安全性の確保、し尿の適正処理を行い、衛生的かつ快適な市民生活を提供し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上
を図る。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 循環型社会の推進

具体的な施策と内容 廃棄物処理施設等の整備 施策小項目

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 33 09

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）合併前 未定

事業期間

12,312 13,786 21,114 16,794 14,354

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

衛生処理センター

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

施設・主要設備機器の老朽化が進んでいるため、衛生処理センターを継続
して安定的に稼働できるよう計画的に維持補修工事を行う。

し尿を適切に処理し、処理水は環境法令を遵守し適正に放流を行う。
施設の維持及び補修を行うことで衛生処理センターの安定的な運用を行う。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

し尿処理施設整備事業 Page 1 of 3



●

●

●

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

実績

計画 -

27年度 28年度 29年度

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

施設稼働率 365日稼働するよう整備を
行う。
稼働日数／365日

％

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

実績

100

実績 100 100 100 100 100 100

- 100 100 100 100

実績

-

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

施設改修・営繕の管理監督は市の責務であるため、実
施方法は現行どおりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
し尿処理は市の責務であり、衛生的かつ快適な市民生
活を提供する上で、必要不可欠な事業であるため、事
業実施は妥当である。

概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
老朽化している施設ではあるが、適切に改修工事を行
い、順調に施設の運転・管理を行っており、活動内容
は有効である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

し尿処理施設整備事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

搬入されるし尿は、公共下水道事業の普及により年々減少傾向であるが、汲み取りし尿は永続的に発生し、処理し
ていかなければならない。本施設の老朽化は著しく、延命化対策にも限界があるため、新施設整備について、今
後、検討していく必要がある。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 有 ： 外部評価 実施年度 平成27年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

し尿処理施設整備事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3 4

3 2

2 1

○ 全部直営 ● 一部委託 ○ 全部委託

○ ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

101,213 106,853

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 101,213 106,853 113,464 122,257 122,000 122,000122,000

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290176 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 衛生処理センター　                          

武宮　学（２０１７）

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 浄化槽汚泥処理施設管理運営事業
会計区分 01 一般会計

4 2 6

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

本庁管内で発生する浄化槽汚泥について、水処理センターと連携処理を行うことで、効率的な排水処理対策を推進し、生活環境の保全
及び公衆衛生の向上を図る。
当施設に搬入される浄化槽汚泥を適切に処理し、円滑な施設管理運営を行うとともに、主要機器の保守点検整備を実施し、機器の延命
化を図る。
　平成29年度処理実績　　浄化槽汚泥：30,543  キロリットル。
　　　　　　　　　　　　　　　　　消化・余剰汚泥：683 キロリットル。

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 循環型社会の推進 暮らしの拠点づくり

具体的な施策と内容 廃棄物処理施設等の整備 施策小項目 「生活基盤」の整備

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

“やつしろ”の発展を支えるま
ちづくり

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 33 10

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、浄化槽法

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成18年度 未定

事業期間

113,464 122,257 122,000 122,000 122,000

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

浄化槽汚泥処理施設
本庁管内の浄化槽設置者（市民・事業者）及びその汲み取り清掃を行う許可業者

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

市の許可業者が搬入した浄化槽汚泥を適正な維持運転管理により処理し、
脱水汚泥は民間処分場で有効利用（舗装・セメント材料）する。
脱水時に発生したろ液は、下水道排出基準まで希釈したのち、水処理セン
ターで処理を行う。

施設の適正な維持管理及び効果的、効率的な運営管理を行うことにより、浄
化槽汚泥の適正処理と処理設備の延命化を図る。さらに悪臭防止による周
辺環境の保全と、放流水質の適正管理による水質保全を図る。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

浄化槽汚泥処理施設管理運営事業 Page 1 of 3



●

●

●

KL／年

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

浄化槽汚泥処理量

実績 32,053 32,577 31,853

31,600 31,600

計画 -

27年度 28年度 29年度

30,506 30,543

30,00031,600 30,500

31,475

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

下水道排出基
準達成率

八代市公共下水道排出基
準を満足することは、浄
化槽汚泥を適正に処理し
ていると考えられるた
め。

％

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

実績

100

実績 100 100 100 100 100 100

- 100 100 100 100

実績

-

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

汚泥処理については、市の責務であるが施設運転管理
については、すでに民間に委託しており、実施方法は
現行どおりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
浄化槽法により、市内で発生する浄化槽汚泥は市に処
理責任があり、衛生的かつ快適な市民生活を提供する
上で、浄化槽汚泥処理施設管理運営は継続的に不可欠
な事業であることから、事業実施は妥当である。概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
搬入された浄化槽汚泥を滞りなく処理しており、ま
た、施設の管理運営としては順調であるため、活動内
容は有効である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

浄化槽汚泥処理施設管理運営事業 Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

「八代市生活排水処理基本計画」に基づき浄化槽汚泥の処理を行う。また、本施設から発生する脱水汚泥（年間約
1，500ｔ）については、長崎県と福岡県にある2業者に処分を依頼しているが、安定的に処理ができるよう、一般
廃棄物処理業者の確保を今後進めていく必要がある。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

浄化槽汚泥処理施設管理運営事業 Page 3 of 3



No 所管部長等名

所管課・係名

課長名

― ―

5 ― ―

3 4

3 2

2 1

○ 全部直営 ○ 一部委託 ○ 全部委託

● 負担金として八代生活環境事務組合へ支払い ）

○ 補助金（主な補助先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））※予算の全てが補助金支出である場合に記入。

● 1 義務である

○ 2 義務ではない

95,007 106,642

2020年度
見込

2021年度
見込

事業費（直接経費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 95,007 106,642 96,024 91,093 106,642 106,624106,642

27年度決算 28年度決算
29年度決算

見込
30年度予算

2019年度
見込

コスト推移

4290177 事務事業票 市民環境部長　潮崎　勝

評価対象年度 平成29年度

環境課　 衛生処理センター　                

武宮　学（２０１７）

財
源
内
訳

国県支出金

地方債

事務事業名 生活環境事務組合負担金事業（し尿）
会計区分 01 一般会計

4 2 6

　１　(Plan) 事務事業の計画

款項目コード（款-項-目）

事務事業の概要
（全体事業の内容）

八代生活環境事務組合の衛生センターは、5支所の区域と氷川町から発生する汲み取りし尿と浄化槽汚泥を処理し、関係市町が負担金
を支出し、管理運営している。
【衛生センター経費】　　共通経費割20％、国勢調査人口割30％、収集量割50％

実施手法
（該当欄を選択） その他（

施策の展開（項）　【施策】 循環型社会の推進 暮らしの拠点づくり

具体的な施策と内容 廃棄物処理施設等の整備 施策小項目 「生活基盤」の整備

施策大項目

      施策の体系
（八代市総合計画に
おける位置づけ）

基本目標（章） 人と自然が調和するまち

総合戦略での
位置づけ

“やつしろ”の発展を支えるま
ちづくり

施策の大綱（節）　【政策】 環境にやさしいまちづくり

事業コード（大－中－小） 5 33 11

基本目標

補助金事業該当

根拠法令、要綱等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、八代生活環境事務組合規約

開始年度 終了年度 法令による実施義務
（該当欄を選択）平成17年度（合併後） 未定

事業期間

96,024 91,093 106,642 106,642 106,624

　２　(Do) 事務事業の実施

評価対象年度の事業内容等

対　象
（誰・何を）

八代生活環境事務組合
（坂本町、鏡町、千丁町、東陽町、泉町で発生する汲み取りし尿と浄化槽汚泥）

事業内容（手段、方法等） 成果目標（どのような効果をもたらしたいのか）

八代生活環境事務組合の衛生センターは、5支所の区域と氷川町から発生
する汲み取りし尿と浄化槽汚泥を処理し、関係市町が負担金を支出し、管理
運営している。
負担金の額は、衛生センターの維持管理に要した費用及び同事務組合の管
理部門に要した費用について、八代市と氷川町の負担割合を、共通経費割
20％、国勢調査人口割30％、収集量割50%で算出している。

し尿の適正な処理が滞りなく実施できるように、施設運営を行っていく。

一般財源（特別会計→事業収入）

その他特定財源（特別会計→繰入金）

生活環境事務組合負担金事業（し尿） Page 1 of 3



●

●

●

千円

事
業
の
活
動
量
・
実
績
の
数
値
化

活
動
指
標

指標名 単位 24年度 25年度 26年度

①

八代生活環境事務組合負担金

実績 109,905 108,155 95,321

計画 -

27年度 28年度 29年度

106,642 96,02495,077

計画 -

計画

③

26年度 27年度

〈記述欄〉※数値化できない場合

計画 -

実績

29年度

①

計画

指標名 指標設定の考え方 単位 24年度 25年度 28年度

②

実績

実績

-

実績

-

負担金としての支出であるため数値化できない。

-

◆実施方法は現行どおりでよいか
・民間委託、指定管理者制度の導入などにより、成果を下げず
にコストを削減することは可能か
・目的や形態が類似、関連する事業との統合・連携によりコス
トの削減は可能か
・現状の成果を下げずに非常勤職員等による対応その他の方
法により、人件費を削減することは可能か
・事務事業の目的や成果から考えて、受益者負担を見直す必
要があるか（引上げ・引下げ・新たな負担・廃止）

現行どおりでよい

八代生活環境事務組合の衛生センターの運営管理に係
る負担金支払事務が主であるため、実施方法は現行ど
おりでよい。

見直しが必要

着眼点 チェック 判断理由

◆事業実施の妥当性を備えているか
・事業の目的が上位政策・施策に結びつくか
・市民ニーズや社会状況の変化により、事業の役割が薄れて
いないか
・市が事業主体であることが妥当か（国・県・民間と競合してい
ないか）

妥当である
し尿処理は市の責務であり、衛生的かつ快適な市民生
活を提供する上で必要な事業である。また、負担金事
業として市が関与する必要があることから、事業実施
は妥当である。概ね妥当である

妥当でない

◆活動内容は有効なものとなっているか
・成果目標の達成状況は順調に推移しているか
・成果を向上させるため、事業内容を見直す余地がないか（成
果をこれ以上伸ばすことはできないか）

実績

も
た
ら
そ
う
と
す
る
効
果
・
成
果
の
数
値
化

成
果
指
標

②

概ね有効である

有効でない

計画

③

有効である
施設の管理運営としては順調であるため、活動内容は
有効である。

　３　（Check)　事務事業の自己評価

〈記述欄〉※数値化できない場合

生活環境事務組合負担金事業（し尿） Page 2 of 3



1 不要（廃止） 2 民間実施 3 市による実施（民間委託の拡大・市民等との協働等）

4 市による実施（要改善） ● 5 市による実施（現行どおり） 6 市による実施（規模拡充）

　４　（Action)　事務事業の方向性と改革改善

今後の
方向性

（該当欄を選択）

今後の方向性の
理由、改革改善の

取組等

(今後の方向性の理由、改革改善の取組ともたらそうとする効果など）

衛生センターの管理経費については、八代生活環境事務組合と協議を行いながら、検討していく必要がある。

決算審査に伴う常任
委員会における意見

等

（委員からの意見等）

特になし

外部評価の実施 無 実施年度

改
善
進
捗
状
況
等

H29進捗状況

H29取組内容

生活環境事務組合負担金事業（し尿） Page 3 of 3
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